
Ⅰ．貸  借  対  照  表

(平成２８年６月３０日現在)

　　（単位：百万円）

科      目 金     額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 ４０，６８５ 流 動 負 債 ２４，２２８

現金及び預金     １，３４９ 買掛金 １６，７１７

売掛金 ２，６３４ 未払金 ３，４７１

商品 １８，８０９ 未払費用 １，７０３

未収入金 ３６４ 未払法人税等 １，１９６

前払費用 ８００ 未払消費税等 ５７

預け金 １５，５１７ 預り金 ７３４

一年内回収予定長期貸付金 １１ 前受収益 ３０８

繰延税金資産 １，００８ その他 ４２

その他 ２２３

貸倒引当金 △３０

固 定 資 産 ３６，６０２ 固 定 負 債 ５，１６５

 有 形 固 定 資 産 １９，１７９ 長期借入金 ２，４６９

建物 ８，２５２ 長期未払金 ２，１２４

構築物 ３９０ 預り保証金 ３６４

車両運搬具 ０ 資産除去債務 １４１

工具器具備品 ２，４５２ 環境対策引当金 ６７

土地 ８，０８５

 無 形 固 定 資 産 ６６３

借地権 ６５６ 負　債　合　計 ２９，３９３

ソフトウエア ４ ( 純 資 産 の 部 )

その他 ３ 株主資本 ４７，７２８

資  本  金 １００

 投 資 そ の 他 の 資 産 １６，７６０

投資有価証券 １，０８９ 資本剰余金 １４，６４６

関係会社株式 ７，６９３  資本準備金 ２５

長期貸付金 ２５  その他資本剰余金 １４，６２１

長期未収入金 ３９

長期前払費用 ３５ 利益剰余金 ３２，９８２

敷金保証金 ７，９７４  その他利益剰余金 ３２，９８２

繰延税金資産 ７０１ 繰越利益剰余金 ３２，９８２

その他 ５６ 評価・換算差額等 １６６

貸倒引当金 △　８５２ その他有価証券評価差額金 １６６

純　資　産　合　計 ４７，８９４

資  産  合  計 ７７，２８７ 負債・純資産合計 ７７，２８７

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

科      目 金     額
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Ⅱ．損  益  計  算  書

自 平成２７年７月　１日

至 平成２８年６月３０日

（単位：百万円）

科            目 金           額

売上高 １５７，１０１

売上原価 １１９，２４４

売上総利益 ３７，８５７

販売費及び一般管理費 ３３，９６４

営業利益 ３，８９３

営業外収益

受取利息及び受取配当金 １０４

貸倒引当金戻入額 ３

受取手数料 ７６

為替差益 ４６６

その他 ２５０ ８９９

営業外費用

支払利息 ５６

その他 ２ ５８

経常利益 ４，７３４

特別損失

固定資産除却損 ７

店舗閉鎖損失 ０

和解金 ２１

減損損失 １３７

その他特別損失 １３ １７８

税引前当期純利益 ４，５５６

法人税、住民税及び事業税 １，８６３

法人税等調整額 △　　２１６ １，６４７

当期純利益 ２，９０９

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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（単位：百万円）
株　　主　　資　　本

資本剰余金 利益剰余金

その他
利益剰余金 株主資本

合計

当期首残高 ３０,８７８ ３０,８７８

当期変動額

△８０５ △８０５ △８０５

　当期純利益
２,９０９ ２,９０９

当期変動額合計

当期末残高 １４,６２１ ３２,９８２ ３２,９８２

評価・換算差額等

純資産合計
　

 

当期首残高

当期変動額

△８０５

　当期純利益

当期変動額合計

当期末残高
（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

１４,６４６

２,１０４

４５,９３７

評価・換算

２,９０９

―　 ―　 ２,１０４ ２,１０４

１００

―　

２５

　剰余金の配当

△１４７

１６６

△１４７

△１４７

１４,６２１２５１００

４７,８９４

１,９５７

△１４７

２,９０９

１６６

Ⅲ．株主資本等変動計算書

自　平成２７年７月　１日
至　平成２８年６月３０日

その他
資本剰余金

１４,６４６

資本
準備金資本金

資本

剰余金

合計

繰越
利益

剰余金

利益

剰余金

合計

４５,６２４

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

△１４７

３１３

４７,７２８

　剰余金の配当

―　

３１３

差額等合計
その他有価証券

評価差額金

―　
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Ⅳ．個別注記表

（１）重要な会計方針に係わる注記

1.有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　　　主として移動平均法により算定）を採用しております。

　　　②時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によって算定）によっ

ております。ただし、生鮮食品については最終仕入原価法によっております。

3.固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　建物は定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　　２ ～　５１年

構築物　　　　　　　　　８～　 ３９年

器具備品　　　　　　　　２ ～　１７年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

　　　しております。

（３）リース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4.重要な引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒　懸念債権

　　等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
（２）環境対策引当金

　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、PCB（ポリ塩化ビフェ

　　　ニル）廃棄物処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上しております。

5.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

6.消費税等の会計処理方法
税抜方式を採用しております。

（２）会計方針の変更に係る注記

1.企業結合に関する会計基準等の適用
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。
）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基
準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変
更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定によ
る取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第57－４
項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
これによる計算書類に与える影響はありません。

2.減価償却方法の変更
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築物に係る減
価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響額は軽微であります。
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（３）貸借対照表に関する注記
　　　1.担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　（1）担保に供している資産

該当事項はありません。

　　　　（2）担保に係る債務

該当事項はありません。

      2.有形固定資産減価償却累計額 １７，６１９ 百万円

　　　3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 １５，１６４ 百万円

短期金銭債務 １９２ 百万円

長期金銭債務 ２，４６９ 百万円

（４）損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引高

販売費及び一般管理費 ３８８ 百万円

営業取引以外の取引高 ８１ 百万円

２．期末棚卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損

が売上原価に７８６百万円含まれております。

３．減損損失の内訳

店舗閉鎖に伴い遊休状態となった資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減尐額を減損損失として特別損失に計上しました。

建    物 １０６ 百万円
土    地 ３１ 百万円
合 計 １３７ 百万円
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（５）株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末日における発行済株式総数に関する事項

普通株式 株

２．当事業年度末における自己株式の数に関する事項

普通株式 株

３．剰余金の配当に関する事項

配当金支払額等

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

（６）金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社は、資金運用については短期的なものについては預金等に限定しております。
長期的なものにつきましては、投資有価証券取引を行っております。
資金調達については親会社からの借り入れによる方針であります。
また、当社は小売業者であるため、売掛金になるものはクレジット取引による信販会社向け債権が
多く、卸売事業による売掛金は与信管理によって、リスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成28年6月30日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位:百万円）
項目 貸借対照表計上額（※６） 時価（※６） 差額

(1) 現金及び預金
(2) 売掛金（※１）

貸倒引当金

(3) 一年内回収予定長期貸付金（※２）

貸倒引当金
0

(4) 未収入金（※３）
貸倒引当金

―
(5) 投資有価証券
(6) 長期貸付金（※４）

貸倒引当金

(7) 長期未収入金（※５）
貸倒引当金

(8) 敷金保証金

(9) 買掛金
(10) 未払金
(11) 未払費用
(12) 預り金
(13) 長期借入金
(14) 長期未払金

※１.売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※２.一年内回収予定長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※３.未収金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※４.長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※５.長期未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※６.負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。

平成28年9月30日
定時株主総会

9,934,440円

１株当たり
配　当　額

配当金の総額

平成28年9月28日
普通株式 ９６０百万円 11,851,850円

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配　当　額

基　準　日 効力発生日

平成27年9月30日
平成27年9月25日

決　　　議

定時株主総会
普通株式

株式の種類 基　準　日 効力発生日

負債計 (26,136) (26,106) 30
6(1,042)

(3,471) ―

―

(1,036)

(1,703) ―

(2,445) 24
(734)

８１

―

2,634
1,3491,349

△ 12

８０５百万円 平成27年6月30日

平成28年6月30日

11

364

128
3

△ 0

345 345

3

―

―2,6222,622

△18

24 24

1,082 1,082

△0
11 11

25
△ 1

―

0

資産計 5,562

(2,469)

(3,471)
(1,703)

(734)

2
―

5,564
(16,717) (16,717)

2
03

126
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（１）現金及び預金、（２）売掛金、（４）未収入金、（９）買掛金
（１０）未払金、（１１）未払費用、（１２）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

（５）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（３）一年内回収予定長期貸付金及び（６）長期貸付金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。

（７）長期未収入金
　　これらの時価については、回収される金額を一定の利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。
（８）敷金保証金

敷金保証金の時価の算定については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指
標に、信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算出しております。

（１３）長期借入金、（１４）長期未払金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

該当事項はありません。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位:百万円）

項目 貸借対照表計上額（※２）
（1） 投資有価証券
（2） 関係会社株式
（3） 長期貸付金（※１）

貸倒引当金

（4） 長期未収入金（※１）
貸倒引当金

（5） 敷金保証金（※１）
貸倒引当金

（6） 長期未払金
(7) 預り保証金

※１．長期貸付金、長期未収入金、及び敷金保証金につきましては
　　　個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※２．負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。

（１）投資有価証券、（２）関係会社株式、（３）長期貸付金、（４）長期未収入金
（５）敷金保証金、（６）長期未払金及び（７）預り保証金

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができません。
したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の表示をしておりません。

0

7
7,693

0
△　0

(364)

△ 820
7,028

(1,082)

35
△ 32

3
7,848
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（７）賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、北海道その他の地域において、賃貸用の土地、建物を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

　　　 額であります。

（注2）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（

　　　 指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（８）税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

(1) 流動の部　

流動資産「繰延税金資産」
たな卸資産
未払費用
未払事業所税
未払事業税
ポイント引当金
未払金
その他

繰延税金資産（流動）合計

(2) 固定の部　
固定資産「繰延税金資産」

貸倒引当金
長期未払金
減価償却限度超過額
減損損失
環境対策引当金
出資金
その他

繰延税金資産（固定）小計
評価性引当額 

繰延税金資産（固定）合計 

固定負債「繰延税金負債」
繰延税金負債（固定）

その他 
繰延税金資産（固定）の純額 

（９）リース取引に関する注記
（借主側）
オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能に係る未経過リース料
１年内 3,128百万円
１年超 9,801百万円
合　　計 12,929百万円

（貸主側）
オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能に係る未経過リース料
１年内 354百万円
１年超 5,457百万円
合　　計 5,811百万円

150百万円
36百万円

111百万円
93百万円

貸借対照表計上額

3,094 4,051

時価

277百万円

200百万円

△ 783百万円
789百万円

△ 88百万円
701百万円

35百万円
118百万円

1,572百万円

236百万円
635百万円
231百万円
23百万円

141百万円
1,008百万円

294百万円
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（１０）資産除去債務関係

① 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
１．当該資産除去債務の概要

営業店舗施設の定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。
２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は1.10％を使用して資産除去債務の
金額を計算しております。

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 －百万円
有形固定資産の取得
に伴う増加額 140百万円
時の経過による利息 1百万円
期末残高 141百万円

② 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
　当社において、事業用定期借地権及び定期建物賃貸借契約以外の不動産賃貸借契約につい
ては、退去時に原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使
用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理
的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

1．親会社 （単位：百万円）

（注１）

親会社 ㈱ドンキホーテ 被所有
ＣＭＳ預入（注４）(注７）

　ホールディングス 　直接100.0％

債務被保証（注３）

2．子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

3.兄弟会社等 （単位：百万円）

（注１）

親会社の ㈱ドン･キホーテ 商品の仕入 買掛金 ３，０００

子会社

クレジット売掛金の回収 売掛金 １，２３７

（注５）（注７）

経費の立替（注７） 未払金 １，８５６

親会社の アクリーティブ㈱

子会社

親会社の 日本ｱｾｯﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ㈱

子会社

4.役員及びその近親者が議決権の過半数を有する会社等

該当事項はありません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（注３）当社の定期建物賃貸借契約について、賃借人としての賃料の支払等一切の債務について、株式会社ドンキホ

　　　　ーテホールディングスが月額１５６百万円の連帯保証を行っております。

（注４）グループ内資金の円滑運用のためＣＭＳ契約を締結し運用しております。約定利息は市場金利を勘案した率

　　　　で行っております。

（注５）クレジット取引に関し包括的加盟店契約を締結しております。取引条件等は他の業者に準じております。

（注６）同社のＦＰＳ（フレックス・ペイメントサービス）に伴う買掛債権に対する支払であります。

（注７）当該取引に係る取引金額は、純増減額を記載しております。

２４６

８，０９４

９２２買掛金

―

―

― △７１

敷金保証金 １，５２５敷金の預入 ―

２１６

―

買掛債務の支払
（注６）(注７）

の名称 （被所有）割合 （注２）

資金の借入

の名称

属性

役員の兼任
5名

役員の兼任
1名

（被所有）割合

会社等 議決権等の所有

（１１）関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等 議決権等の所有 取引の内容

（注２）

長期借入金

関連当事者
との関係

関連当事者
との関係

取引金額

役員の兼任
6名

取引の内容 取引金額

１５，１６３

期末残高

△７１

期末残高科目

２，４６９

科目

――

―

―

預け金
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１．１株当たり純資産額 ５９１，２８７，９６０円１５銭

２．１株当たり当期純利益 ３５，９１４，７０３円４７銭

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（１２）１株当たり情報に関する注記

（１３）重要な後発事象に関する注記

（１４）その他に関する注記
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